
第 3章

マラウイ一村一品運動における産品マーケティング
―地域振興における生産者グループの組織的学習と支援機関の関与―

吉 田　栄 一

第 1節　研究の趣旨

　サブサハラ・アフリカにおいて地方分権化はさまざまなレベルで進展して

いる。地方分権化には行政の分権化，政治の分権化，開発の分権化の側面が

あるとすれば，地方の開発と地域振興は分権化する行政や政治とも密接に関

係している。マラウイにおける開発の分権化は，行政や政治の分権化に比べ

ると遅れをとってきたが，政治権限の委譲や，複数政党制の導入による地方

政治の確立が進むにつれてその要求が高まってきているといえる（Hussein

［2004］）。

　マラウイにおいて民主化や民営化の進展と複数政党制の導入は，開発権力

の分散化を多角的に促進することとなった。それによって，地方での開発に

対する潜在的な要求が，国民の86％を占める農村住民から政治を通しても伝

えられる仕組みが形成されつつある。地方の開発と振興への取組みは，特に

農産品の作付面積拡大や増収への取組みの点からすればマラウイにも歴史が

あり，地方分権化にはるかに先立って取り組まれてきた。しかし，そこに地

方や地域の住民が開発の主体として地域経済のあり方を決定する機会はなく，

独立後30年間維持された地域開発にかかわる公営企業と政府系コングロマリ

ットによる寡占体制のなかで地方主体の開発は制限されてきた。また地方に
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おいても大規模農場開発を中心に，長期にわたり寡占的開発体制が維持され，

さらに農産品流通も寡占体制にあり，地方住民の自由な作付け選択や産品を

卸すことが妨げられており，地場産品の流通や地場産品の開発が遅れてきた

（Chingaipe and Leftwich［2007］）。

　地方の開発や地域振興に関する議論の中心をアフリカにおいて担ってきた

のは Local Economic Development（LED）論⑴であるが，最近の LED論には

市場主義に批判的な，あるいは貧困削減に資する（Pro-Poor）LEDと市場主

導の成長を目指す LEDがあるとされている。Pro-poorな LEDは，ボトムア

ップ型であり，自立とエンパワーメント，参加促進，協働，環境的サステナ

ビリティなどの達成を目的としている（Scott and Pawson［1999］）。また，

Helmsing［2001］は，アフリカにおける LEDを 3分類して，そこにはコミ

ュニティベースの経済開発，ビジネス開発，総体的な地域空間開発（地域計

画）があるとしている。第 1のコミュニティベース開発が目指しているのは

家計収入源の多角化と脆弱性の緩和で，第 2の目指すものは個々の企業活動

あるいは，企業集団（クラスター）の成長で，第 3は前記の点を総合的に導

入するための地域経済政策や地域空間計画であるとされる（ Nel［2001］， 

Rogerson［2003］）。

　LED論の視点からすれば，サブサハラ・アフリカにおいてもグローバリ

ゼーションや地方分権化，多党制移行といった経済的政治的環境の変化を通

して，中央視点から地域経済を一律にみるのではなく，地域ごとにリソース

やその活用の状況，それをめぐる制度や政治といった社会環境の違いに応じ

て，各々の地域に適した開発戦略が必要になってきている。各地域に適した

開発論の展開は特に南アフリカで展開したのだが，その背景には南アフリカ

の開発議論において空間的な問題意識がよりクリアにあったことが考えられ

る。なぜなら，アパルトヘイト下の黒人地域，いわゆるトランスカイ，シス

カイといった黒人ホームランドや，ソウェト，ググレトゥといったアパルト

ヘイトによって線引きされていた非白人空間の地域開発という命題との取組

みがこれまでにあったからで，そのような「黒人居住区」開発の視点を自治
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体開発や地域開発へ活かすべきだという見方があったからだ（吉田［1994］）。

　ところで，歴史的にはマラウイで地域の開発を主導してきたのは大規模農

場（エステート）である。エステート開発は降雨や植生，土壌といった自然

地理条件のもとに地域的偏向を帯びていた。さらには，鉄道の敷設がザンビ

ア国境から，マラウイ中央部を通りマラウイ南部を抜けてモザンビーク・ベ

イラ港につないだことで，この交通条件も北部，中部，南部の経済的位置付

けを決定した。それによって開発の回廊に組み込まれる中部，南部の位置付

けが確定し，北部との地域間格差は歴史的に構造化した。独立後もエステー

ト部門は独裁政権下，マラウイ開発公社と前大統領バンダの所有する独占企

業プレスグループなどによって引き継がれ，南部偏重の地域開発の体制は継

続維持されてきた（Pryor and Chipeta［1990］，Livingston［1984］）。

　その後，地域に対する開発の視点がクリアになったのは首都移転に際して

であった。首都移転の決定にあたり，アレケ・バンダ元大統領はリロンゲを

移転先とする説明を，当時の「成長の核」（growth pole）論に依拠している。

つまりマラウイ国土の均衡ある成長を達成するには首都を南部のゾンバから

移転し，南部に偏寄する開発を移転する必要があると主張したのである。こ

こで，その理由付けをそのまま受け取るなら，国土の開発や均衡ある発展と

いう概念自体が政策的に位置付けられた点では，この首都移転計画の意味は

あった⑵。この例をひとつとっても1990年代にかけてのマラウイでは中央の

視点から地域開発が論じられてきた（Potts［1985］，吉田［2007］）。

　そのようなマラウイの開発をめぐる議論と実践の場でも，1990年代以後は

構造調整とマクロ経済調整期を経て，小規模生産者や地方の生産者の役割が

見直されるようになった。さらには，主として適正技術論の台頭とその実践

によって，地域に開発が根付くことを念頭にした方法論が模索されるように

なった。この背景には，サステナブルな開発の方法が模索されるなかで，地

域資源の有効で持続的な活用が世界的に取りざたされるようになったことが

ある（坂元［1992］，Kachale［1999］）。地域の振興とは，地域の自然資源や人

的資源を活用し，地域住民による継続的な活動が維持され，その過程が根付
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くことで住民の直面している問題が緩和され，おかれた状況が改善すること

を意味しているとすると，開発の主体やあり方，その結果に対して寛容で曖

昧な従来の地域開発論とは異なるものである。したがって，そこでは地域住

民の参加の度合い，地域資源の活用がどのように促進されるかが議論となる。

マラウイにおいてまさにそのような視点から地方の開発を担うべく導入され

たのが大分県で始まった一村一品運動（One Village One Product Movement: 

OVOP）である。

　マラウイにおいては2004年総選挙の直前に導入された一村一品運動は，当

初は地方選挙区の集票マシンとして期待されたこともあり，政治的な役割も

強かった（吉田［2006］）。しかし，地方の開発スキーム，そのための予算と

もに不足している状況においては，政治的役割以外でも実質的にその開発に

果たす役割が期待されている。さらに，導入に際しては，急を要していたこ

とで多様なアクターがいっせいに各地での導入のイニシアティブをとること

となった。具体的にイニシアティブをとったのも村の生産者レベルから中央

支援機関までさまざまである。その導入のイニシアティブをとった多様なア

クターはそれぞれに OVOPを解釈した。これによって OVOPに参加する生

産者グループにもそれぞれの OVOP理解と，また各地の OVOP実践例を見

聞きしたその周囲では多様な OVOP像ができつつある。さらにいえば，

OVOPを地元で制度化しようとする地方開発行政の描く OVOP像もあるし，

その双方に介入し，地域ごと，グループごとの視点の揺らぎを調整する

OVOP中央事務局の OVOP像も当然あり，それぞれの主要なアクターがこ

の新しい制度を別々に解釈し実践しようとしている姿がここかしこにみられ

る。

　そこで本章では，OVOPという新スキームが地方開発の制度としてマラウ

イに根付くうえで，生産者，地方行政，支援機関の各アクターによるイニシ

アティブと，その意思決定が，どのように村の生産者グループの運営に影響

するのか検討してみたい。その際，特に 2つの視点から検討を試みたい。視

点のひとつ目は，生産者の組織化において各アクターの関与の違いがどう影
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響するのか。 2つ目は，OVOPが力点をおく「マーケティング支援」に関し

て，各アクターの関与の差が，生産者グループの産品マーケティングにどう

影響するのかである。 2つの視点から OVOPの事例を比較検討し，最終的

には生産者グループと地域開発行政，あるいは介入する支援機関の関与の度

合い，あるいは意思決定の範囲のあり方を考察する。

第 2節　適正技術を通した地域振興の導入

　マラウイにおいて地域の資源を活かし，地域の人材を育成し活用する視点

が開発に持ち込まれた背景には，その前段階として適正技術論が援助機関に

よって持ち込まれたことがある。途上国開発における適正技術アプローチと

はその地域にある資源や人材，技術を活用するための地域特性や地域ニーズ

にあった技術を活用することであるが，これは地域振興の概念と共通の視点

を持っている（吉田［2008］）。

　地方の中小企業を対象とするような政策はそれまでにもあり，中小企業金

融事業や，職業技術指導，ビジネス・ディベロップメント・サービス（BDS）

から，ファクトリー・シェルによる共同作業所などがみられた。が，そこに

地域資源やローカルスキルの開発といったような地域的な視点はなかった。

適正技術アプローチの導入によって，地域資源を活用して，加工する技術指

導がたとえばマラウイ企業開発信託基金（DEMAT）の技術指導事業（1986年

設置）やマラウイ産業研究開発センター（MIRTDC。1991年設置），ジェンダ

ー省の適正技術指導センター（ATTIGA。1991年設置）を通して実施されるよ

うになったのである⑶。

　この動きはやがて参加型開発論の影響を受けて，アメリカ開発援助庁

（USAID）が支援する「持続可能な資源管理のためのコミュニティパートナ

ーシップの構築プログラム」（COMPASS）の導入により，地域振興としての

役割を明確にさせていく⑷。COMPASSでは地域に基盤をおいた収益活動を
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支援する目的で，1994年から2004年にかけて520億ドルが支出されている。

その大半は森林再生を目的に，植林や果樹苗木栽培，野生生物管理に使われ，

実際に事業期間中に360万本が植林されている。この事業において，適正技

術アプローチは農場外活動の支援に用いられ，家計収入の創出，食糧の補塡

のために，いくつかの分野で技術指導がすすめられた。具体的には養蜂や豆

炭作り，野生動物の家畜化，ホロホロチョウ飼育，薬草栽培，エコツーリズ

ムなどの指導が行われた（Mauambeta［2006］）⑸。

　一方，その時期に日本では，一村一品運動の途上国への紹介と応用が模索

されていて，1990年代半ばよりマラウイ人の参加する JICAの研修事業のな

かにも大分県での一村一品運動の事例紹介が取り込まれた。そこでは地域の

資源を活用し，地域で人材を育成する地域おこしの指導が始まっていた。こ

の研修に，地方開発行政や農林水産行政や経済計画行政に関わるマラウイ政

府職員が参加していたことから，アイデアがマラウイ側に伝わる。加えて東

京アフリカ開発会議などで来日するマラウイ人官僚や政府高官が大分県の

「成功話」を見聞する機会も増えたことで一村一品についての関心が高まっ

た。しかし，実際の事業として OVOPがマラウイで取り組まれるのは2003

年のことであった。支援の導入にあたっては最初の 1年間は JICAが先導し，

ヒラタケ栽培，野菜栽培，干し魚作り，生乳加工のグループへ40万円から

160万円の資金協力を実施した。翌2004年にはマラウイ政府の事業として導

入が決定されたが，これはマラウイ政府にとって総選挙直前の時期で地方選

挙区の対策の視点が強かった（吉田［2006］）。

第 3節　地域における OVOPの受入れ

　マラウイで OVOPは小規模農民グループを対象にマラウイ農林水産物を

利用した加工技術の普及，品質改善，マーケティング能力向上を図り，マラ

ウイ産品の付加価値向上を目指すものと定義されている（国際協力機構経済
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開発部［2006］）。より具体的には，地域で利用可能な資源を用いて，比較優

位のある高品質製品やサービスを提供し，最終的には，コミュニティのエン

パワーメントを通した貧困削減が実現することとされている。

　OVOPはマラウイにおいて，まず金融支援事業に力点をおいて導入されて

おり，マラウイ政府支援事業としては，市中金利30％より低い15％で元本据

置き期間 6カ月の補助金付きの低利融資事業として導入されている。これと

は別枠で JICA事業分は2004年，2005年と無償グラントとして生産者グルー

プに供与され，2006年は各グループが事業費を JICAと 7対 3で分担する方

式で支援することとなった。支援の対象は，JICA支援分については，初年

2003年は首都周辺，中部地方（ 4事業中の 3）中心に，翌2004年は南部の大

都市ブランタイヤ中心に（ 4事業中 3）へ拡大し， 3年目には北部（ 4事業

中 2）と展開， 4年目は中部 2，北 1，南 1事業へと地理的に分散した。マ

ラウイ政府の支援事業は，初年2004年は10事業中の 8が南部に集中し，翌

2005年は南部 4，北部 3，中部 3と分散した。事業の分野を業種でみると，

政府支援分は初年度，綿糸，落花生製粉，家具，ブロック，家禽，キャッサ

バ，乳製品，精米事業であったが， 2年目は10事業すべてが精米機設置支援

となった。JICA支援分には特段の分野的偏りはない。

　OVOPを，先述の COMPASSと比較するならば，その差は地域に対する

視点にある。OVOPは，地域資源により近い場所で付加価値を付けることを

目的としているが，COMPASSのような一般的な適正技術アプローチでは価

値付加のステップがどの場所で行われるかは問題ではなく，地域の資源を有

効活用することに力点がある。OVOPのように地域資源に近い場所で加工さ

れるということは，地域の人材を活用することで，またその意思決定や，人

材の補給，育成も地域に近い場所でなされる。つまり，さまざまな意思決定

が地域内で行われることで，そこに知識や技術，人材が根付き，資金が経由

して流れるという点で，地域振興のうえでの意味がある。

　また，地域資源の選択や，市場の分析，加工のレベル，加工の技術の選択

がどのようなタイミングで，地域内の誰によって，どの場所で，どう決定さ
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れるかということも地域で活動が継続していくうえでは重要なステップとな

る。とりわけ，地域へ活動が根付くことが地域振興の大前提であるとするな

らば，意思決定のあり方と意思決定される場所が重要であろう。そこで，本

章では以下において，各生産者グループの OVOP参加に関する意思決定が

地域においてどのようにくだされたのか，また，各グループがその村でそれ

ぞれのマーケティングにもとづいて OVOP産品をどう選択したのか検討し，

地域における自主的な意思決定の範囲と，地域内から支援する地域開発行政

と，地域外から支援する機関の意思決定の影響を比較し，生産者にとっての

適切な意思決定の範囲を検討してみよう。

第 4節　地域での生産者グループの組織化

　ここでは，OVOPの支援を受けて活動した32グループから，10の生産者組

織による組織化のプロセスに関する意思決定を比較検討していく（表 1）。

　取り上げる組織については，比較検討をする目的で以下の点から選択した。

　① OVOPのコンセプトが明確化される以前の2003年，2004年から参加し

ているグループ，②コンセプトが理解されはじめて2006年，2007年に参加し

たグループ，③都市近郊村のグループ，④地方村のグループ，⑤女性グルー

プ，⑥男性グループ，⑦男女混合グループ，⑧既存の生産活動を OVOPで

継承したグループ，⑨ OVOP参加に際して，生産活動も新たに始めたグル

ープ，⑩活動が活発なグループ，⑪一時停止しているグループ，⑫現状維持

のグループ。

　その結果10活動が網羅されることになった。各生産者グループのデータに

ついては，著者が，2005年11月，2007年 9月，11月の 3度にわたり現地調査

を実施し，各グループにおいてリーダーを対象にリーダー以外の一部メンバ

ー同席のもとに面談調査を実施した。

　以下に OVOPへの参加がグループの組織化，組織運営上どのような変化
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をもたらしたのか，その際に，県開発局や村の開発普及員，各省の技術改良

普及員や，中央の事務局がどのように組織形成や組織運営に影響しているか

を検討し，組織化に関する生産者グループの意思決定の範囲を比較検討して

いこう。

⑴　サリマ干し魚グループ（初期，地方村，女性中心，新規組織化）

　マラウイ湖岸に接しているサリマ県では淡水魚は地域資源の代表格である。

サリマ県各地で伝統的な天日干しによる干し魚作りが行われている。湖岸地

帯には小規模で分散型の産地が歴史的に形成されている。ここでは JICA研

修で訪日し，大分県蒲江の干し魚作りを視察したサリマ県漁業局の職員が，

表 1　調査グループの特性と活動状況

活動の特性 組織化の主導者

近　

郊
⑴

農　

村　

女　

性
⑵

男　

性
⑶

混　

合　

既　

存　

新　

規
⑷

活　

発
⑸

維　

持
⑹

中　

断
⑺

マ
ラ
ウ
イ
政
府

援
助
機
関

リ
ー
ダ
ー

メ
ン
バ
ー

サリマ干し魚グループ ○ ○ ○ ○ ○
ブンブウェ生乳加工グループ ○ ○ ○ ○ ○ ○
BCA家具木工グループ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ブワンジェ米作グループ ○ ○ ○ ○ ○
カテンゲザ籐竹工芸グループ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ムコンデジ・ワイン造りグループ ○ ○ ○ ○ ○ ○
クテンブウェ落花生粉グループ ○ ○ ○ ○ ○
クンボ種子油搾グループ ○ ○ ○ ○ ○
ジパソ・オレンジジュース搾りグループ ○ ○ ○ ○ ○
ミトゥンドゥ・アグリビジネスグループ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（出所）　筆者作成。
（注）⑴　リロンゲ，ブランタイヤより30km以内。
　　⑵　女性メンバーが80％以上。
　　⑶　全員男性。
　　⑷　OVOPを機に組織形成。
　　⑸，⑹，⑺　マラウイ一村一品運動事務局「マラウイ一村一品運動の現状」マラウイ OVOP

事務局所蔵内部資料，2007年。
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日本では一般的な高床の網棚を視察し，虫害防除を学んだ。それを地元サリ

マ村の露天干し作業の場に応用しようと声をかけられ，この干し魚グループ

の村での組織化が進んだ。

⑵　ブンブウェ生乳加工グループ（初期，近郊村，男女グループ，既存組織）

　南部の大都市ブランタイヤの隣接県チョロにある。組織には1970年代より

歴史があり，政府組織や援助機関が支援を重ねてきた。発足の際は，農業省

より乳牛数頭の支援を受けたことから始まっていて，後に女性支援スキーム

による乳牛の供与も加わり，乳牛飼育者の数が拡大し，産地が形成された。

そこで生乳を集荷する目的で当初の組織化は図られた。組合の参加者が各自

搾乳した牛乳を事務所で集め，それを政府（ミルクマーケティングボード）に

卸し，あるいは生乳加工業者に卸売りしてきた。グループは卸売組合から，

小売も担う総合組合に組織転換することを目標にして OVOPの支援を受け

る。このイニシアティブは長年の組合活動の延長にあり，小売業態化の意思

統一も組合内での合意事項である。

⑶　BCA家具木工グループ（初期，近郊，男性グループ，既存組織）

　ブランタイヤ郊外の密集居住エリアの BCA地区に位置する。このグルー

プは数名の職人が個々人で木工家具，建具の受注生産販売を一貫して行って

きた。マラウイ政府 OVOPの支援事業の対象となり，そこでかねてからの

職人らの希望でもあった木工所の上屋を構築する費用の支援を受けるべく，

シニアの職人がリーダーシップをとり組織化を図る。

⑷　ブワンジェ米作グループ（地方村，男女，既存組織）

　マラウイ湖岸のブワンジェ地域では米作が盛んで JICAを通した大規模灌

漑利水施設の構築が進んでいる。マラウイ政府は灌漑の拡大と水利組合の強

化を政策として展開しており，米産地の育成を支援している。この産地支援

の延長線上にこの OVOPが位置付けられた。このほか，2005年にマラウイ
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政府が支援した OVOPはすべて米作グループ（10カ所）で，それぞれに電動

かディーゼルの精米機と米の袋詰機が融資で供与されている。

⑸　カテンゲザ籐竹工芸グループ（近郊村，男性グループ，既存組織）

　2006年に OVOPに参加したが，その産地としての歴史は古い。ドーワ県

からサリマ県にかけて植生する竹材を用いた工芸品を生産している。近年は

サリマ県産の籐を活用し，籐と竹を混用した家具工芸品も生産している。各

職人は，材料の竹籤（ひご），籐蔓（つる）の加工から製品仕上げまで一貫作

業し，それぞれが独立している。必要に応じて，原料の加工などを共同で行

うことはあったが，OVOP参加を通してより明確な組織化の機会が作れた。

リーダーとなる数人が，ラジオで流れる OVOP普及の番組を聴いて，近く

の町で開かれる説明会に参加した。OVOP参加にあたっては， 5名の中心メ

ンバーで組織化が始まり，その後 7名が参加した。

⑹　 ムコンデジ・ワイン造りグループ（地方村，女性メインのグループ，既

存組織）

　北部ンカタベイ県の中心地ンカタベイ町から 4キロメートルのムコンデジ

村にある。グループは地域ですすめられた灌漑利水事業に各地から集まった

農民で構成されている。現在は簡易な作業所施設でバナナを大型のポリバケ

ツ内で発酵させて造るバナナワインを販売している。ワイングループは DE-

MATによる適正技術の指導の際に形成された。その後，県庁開発局の開発

普及職員の指導を得て OVOPに参加した。従来から販路開拓に悩んでおり，

OVOPのマーケティング支援を求めて参加している。参加によって，組織の

変更はなかった。

⑺　クテンブウェ落花生粉グループ（新参加，郊外村，女性中心，新規組織）

　大都市ブランタイヤ郊外にある。女性指導者による強いリーダーシップが

あるグループ。落花生はマラウイの特産品で，エステートでも，自給農民レ
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ベルでも広く栽培されている。落花生粉は現地では主菜の味付けや，菓子，

パン焼きなどに使われる。リーダー女性はこの事業に先立ち，食品小売の零

細ビジネスを始めた。その後，落花生製粉販売に展開し，機械による落花生

粉のパック封入を検討する。そこで，始まったばかりの OVOPに支援を求

めるが，それが組織支援のスキームだとわかり，その活動を組織化する。製

粉とパック封入作業グループとして活動を始める。

⑻　クンボ種子油搾グループ（地方村，女性，既存）

　女性リーダーは先代から植物油搾りを学び，細々と生産，販売してきた。

そこに USAIDの支援で手動機械が供与され，それを機に組織化が図られる。

後に，JICAと OVOPの支援を得て動力機械が導入される。双方の過程で組

織は拡大してきた。

⑼　ジパソ・オレンジジュース搾りグループ（地方村，混合，既存）

　ザンビア国境に接するムワンザ県の中心地ムワンザ町郊外にある。ムワン

ザにはキリスト教宣教者らが移植したオレンジ類の産地が形成されており，

産地組合がある。組合は産品を農業開発マーケティング公社（ADMARC）や

仲買人に卸してきたが，卸売価格の低さが組合員の間で問題視され，直接，

小売流通に参入する。しかし，赤字運営で撤退。その後，海外援助機関の支

援によりリーダー数名が組織運営管理について徹底的にリーダーシップトレ

ーニングを受ける。さらにオレンジ産地としての起業可能性ありとして，カ

ナダの援助機関の協力を受け，リーダーらがオレンジジュース果汁搾り加工

の技術を習得。国内市場では人工甘味料と人工香料を用いたオレンジジュー

スが市場を席巻しており，ムワンザオレンジのジュースのクォリティと味は

必ず市場受けするとの思いで OVOPの支援を受け，ジュース搾り器を得る。

⑽　ミトゥンドゥ・アグリビジネスグループ（近郊村，混合，ほぼ新規）

　首都リロンゲから約30キロメートル，車で30分ほどのところにある。
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MIRTDCの実施する適正技術を用いた農産加工の短期職業訓練コースに参

加した零細業者や主婦らが中心となって，その習得した技術を使って起業し

た。製品はトマトジャム，トマトソース，パン焼き，種子油搾り（ひまわり

油，菜種油，落花生油など），ヒラタケなどである。このグループは，ヒラタ

ケ栽培グループなどを除くと技術研修科目の選択の範囲内で，起業がすすん

でいる。研修科目ごとに生産者グループが生まれている。

　以上の事例には，長期間のなかで組織が産地に醸成されてきたようなグル

ープ（精米グループ，オレンジジュースグループ）があり，また，面識のある

同業者間で必要に応じて共同作業を行う緩やかなつながりを持つ者らが，

OVOP参加の機会を得ることで組織化をすすめたグループ（家具木工グループ，

籐竹工芸グループ）があった。さらには，個人的なリーダーシップのもとに

グループが組織構成されているケース（種子油，落花生粉）もある。また

OVOPという機会を得て，新たに組織づくりと，生産組織，販売組織を一気

にすすめたグループ（干し魚）もあった。

　OVOPの導入にあたり，マラウイ政府や事務局は，生産者組織の新規形成

をうたっているわけではない。実際，多くのグループは OVOP参加以前か

ら生産活動している。そもそも，OVOPのメイン事業である金融支援を受け

るためには，支援申請の時点で返済のための組織機構が確立している必要が

ある。また30％の応分負担をグループ側が担う場合はその資金を組織内で調

達できるようなメンバー相互の関係が必要である。それゆえに，ある程度の

整理された組織が参加時にすでに必要になっている。

　グループ内の意思決定は組織化とともに，マーケティングでも必要である。

OVOPによる金融支援が特定の産品加工のために必要な固定資本投資を対象

としていることからすると，参加にあたっては何が自分のグループの「OVOP

産品」かを選択せねばならない。支援申請のために，産品マーケティングが

参加意思の決定とほぼ同時になされるのである。

　次節で，各生産者グループが，地域資源のなかで「OVOP産品」を選ぶに

あたり，どの資源を選択し，市場を設定し，技術を選択していったのかみて
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いく。そこで，グループの意思決定に，行政や支援機関がどう影響するのか

検討し，各アクターの意思決定の範囲について考察する。

第 5節　組織形成からみたマーケティング能力

　地域資源の選択やその加工，価値付加の意思決定のプロセスは，いずれも

生産者組織のマーティング活動の一部である。地域振興におけるマーケティ

ングでは，意思決定が組織内の合意によって下されることもあるし，組織の

リーダー個人によって判断されることも考えられる⑹。村の生産者であろう

が，大規模組合であろうが，顧客を知り，市場価格を知り，購入トレンドを

認識し，対象地域や対象層を絞る必要がある。

　マラウイでは地方で住民が加工した産品は，まとまった量になれば，一般

的には ADMARCや仲買人に卸されるか，地域の定期市場（プロデュースマ

ーケット）に出荷されてきた。政府マーケティングボードを継いだ AD-

MARCは全国津々浦々に買付けの場や，農業倉庫を設置し，農産品を買付け，

また農業用投入財を独占的に販売してきた。このような投入財の流通や農産

品の買付けの独占は，地方を転々と営業する買付商人の育成やそのネットワ

ーク拡大を通した流通業を大きく阻んできたといえる。東アフリカでは流通

業界の中心には外国人商人，特にインド系商人がいるが，マラウイでは外国

人の小売業者，流通業者の地方展開に対する法的規制が1968年から1996年ま

で布かれた。これによって農産品以外の商品についても，流通業態の芽生え

や発展が著しく疎外されてきたと思われる。保護されながら全国の小売流通

を担ってきたのは政府系企業で，それは今日の PTCストアチェーンである。

マラウイにおいて PTCはバンダ元大統領が所有したプレスグループによっ

て1972年以来，所有され⑺，国内の小売，卸売流通の中心を担ってきた。

PTCは1987年には経済自由化に先駆けて南アフリカの大手流通企業メトロ

社の参加を受け入れ，今日ではメトロ社とプレスグループが 1対 1で所有し
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ている。PTCの経営は南アフリカ資本の参加によって大きく近代化し，こ

れで南アフリカ製品の保存期間の長い瓶詰め，缶詰，菓子類などの加工食品

や日用品が流通する契機となった。そこには，プレスグループによる，ひい

てはバンダ元大統領によるインド系商人差別と南アフリカ資本を優遇する戦

略があった。

　そのような独占状態にありながらも，今日のマラウイにおける流通業態は，

食品加工業者と大規模小売店，中間業者や公共市場，インフォーマル市場，

小規模小売店，大口消費者と枝葉のように拡がっていて，村の一生産者がそ

の経路に参入していく方法をみつけるのは容易ではない。OVOPのように既

存の地域資源に，地域内で価値付加する目的が設定されている場合，生産者

グループは地域で，村々で，どのようなマーケティング戦略を練るのであろ

うか。村人の視点からすると流通のシステムがどのようになっているか，複

雑な構造は生産者にとってつかみ所がなく，どこにニッチがあり，参入のハ

ードルが低い場所があるのか皆目検討がつかないのではないだろうか。

　以下，グループの選択した各 OVOP産品について，どのように市場を想

定し，それに合わせて価値付加の手段を選択したか比較し，各グループの組

織的なマーケティングと支援機関や地域開発行政の関与を検討してみよう。

1．支援側の介入が産品のマーケティングに影響している場合

⑴　サリマ干し魚グループ

　干し魚グループは近隣での販売，定期市販売から販路拡大を図った。チェ

ーンストアや食料店に卸すには品質向上が必要と判断し，漁業局職員の提案

する干し棚を設置する。その後，品質向上した虫の付いていない干し魚を市

場に持参するものの，販路拡大に直結するのは難しいと考える。日替わりす

る市場価格の最新情報がわからず，安値の日に交通費をかけて市場に持ち込

んでしまう。その日の交通費を捻出するために安値で売りさばかねばならず，

赤字が続く。チェーンストアや商店と交渉するが，サプライが安定的でない
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という理由で開拓できない。品質向上とともに，サプライの安定化と市場情

報アクセスが問題となるが，打開策にたどり着かない状況である。

⑵　ミトゥンドゥ・アグリビジネスグループ

　小規模ビジネスの集合体であり，各生産者グループが個別にマーケティン

グしている。なかでもヒラタケ生産販売グループは，地区から至近の学校の

食堂に販売する契約を予定していたが，実現せず，急遽，都市のチェーンス

トアに営業をかけ，取引につなげる。そのほかのグループは近隣，村の中心

商店街での小売り（ベーカリー，油搾りグループは店舗開設）が中心である。

2．個人的なリーダーシップがマーケティングにおいてもみられる場合

⑴　落花生粉グループ

　食品類の小売りで商売を始めた現在のリーダーが，顧客から落花生粉の市

場流通が少ないとの指摘を受けビジネスアイデアを得る。すぐに量り売りで

の小売りを始める。顧客より量り売りの際の量が一定でないとの厳しい指摘

を受け，ビニールパック詰め販売を計画する。OVOPに支援を受けパック封

入機を入手。量り売りが一般的であった落花生紛のビニールパック販売は好

評で物産展では都市部ストアからの注文を受け，販路拡大している（表 2）。

⑵　種子油搾りグループ

　グループリーダーは近隣での食料油の販売から始める。USAIDより手動

機械を得るとともに，種子油の活用についての指導を受ける。バオバブやモ

リンガの油搾りを進めるが，生産量が増えず市場の需要に十分に対応できず

手作業の限界を感じる。そこで OVOPより搾油機の支援を受け生産性が 3

倍増する。生産力がアップして多角化への試みが始まり，多品種搾油を試み

る。物産展にエッセンシャルオイルのサンプルを展示した結果，南アフリカ

や日本のバイヤーからの注文を受けるようになる。
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詰
め
封
入
の
ア
イ
デ

ア
を
得
る

20
03

O
V

O
P
開
始
を
知
っ
て
即
申

請
す
る
も
不
採
，
個
人
起
業

は
非
対
象
と
知
る

O
V

O
P
始
ま
る

組
織
化
を
決
意

20
04

O
V

O
P
再
申
請

O
V

O
P
申
請
受
理
10
人

20
05 頃

シ
ョ
ッ
プ
ラ
イ
ト
，
マ
ッ
コ

ン
ネ
ル
，

P
T

C
チ
ェ
ー
ン

と
商
談
，
成
立
せ
ず
。
チ
ェ

ー
ン
ス
ト
ア
の
バ
イ
ヤ
ー
は

そ
の
親
類
に
発
注
し
て
い
る

と
理
解
す
る

都
市
市
場
に
ト
ラ
イ
，
失

敗

営
業
強
化
戦
略
を
立
て
る

営
業
強
化

メ
ン
バ
ー

指
定

20
06

ブ
ラ
ン
タ
イ
ヤ
物
産
展
出
展

物
産
展
に
招
待

物
産
展
出
展

商
圏
拡
大
，
注
文
入
る

20
07
融
資
申
請
予
定

M
ar

d
e
ff（
融
資

機
関
）支
援

16
人

30
人
計
画

（
出
所
）　
20
05
年
10
月
，
20
07
年
10
月
面
談
調
査
。
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3．合議によってマーケティングを決めている場合

⑴　ブンブウェ生乳グループ

　生乳組合は順調に販路を拡大している。協会組織が運営し，メンバーが多

く，理事会が経営方針を決めている。低価格戦略で，市場の反応はよく，小

売店からのバルク買いのアプローチが増えている。販路は自ら拡大せずとも，

バイヤーのほうから作業所に来訪する。この数年，チーズなどの製品へ多角

化が提案されているが，現状を維持するので手一杯な状況としている。

⑵　BCA家具木工グループ

　その産品は耐久消費財でもあり，商圏はブランタイヤ市域を越えている。

販売契約した小売店やエージェントを擁しているわけではなく，マーケット

はこの BCA家具木工グループを実際にみて品質と価格を知っている人々で

ある。通過客はアクセスしにくいような住宅地内部に立地している。マラウ

イには林産資源が豊富な地域もあり，このグループは国内材を利用して中間

層の需要に対応している。競合品となるアジア製，特に中国製のモジュール

家具や合成樹脂の家具は一般的に市場に浸透していない。かつては南アフリ

カの家具小売チェーン店のシュプリームファニチャーも進出し，南アフリカ

では消費者に受け入れられている割賦販売方式を売りに営業したが，売りか

けの制度が維持できず撤退した。

　BCAグループは共同木工作業所の上屋を建設するための支援を受けたの

だが，特にそれによって対象とする市場を具体的に拡大したい，そのために

上屋が資する，という説明ではない。家具木工職人にとって，上屋は木材を

乾燥させる場所，安全に保管する場所，製品をディスプレイする場所でもあ

る。したがって，生産性は改善するだろうし，盗難からのリスクも減少する

だろうが，直接のマーケティングに資するというわけではない。
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⑶　ブワンジェ米作グループ

　ブワンジェ地域で米は従来より政府マーケティングボードを通して，また

自由化の後には農業開発マーケティング公社や各地から来る仲買人に卸して

いる。グループは参加組合員の増加傾向と灌漑施設の整備拡大を見越して，

小売市場に参入することを望んでいた。これをマラウイ政府が支援し，

OVOP活動として精米機と袋詰機に融資を提供した。

⑷　カテンゲザ籐竹工芸グループ

　職人集団は，市場でのより高い評価を得ないとより遠方の市場へのアクセ

スが難しいのではないか，輸入品や国内競合他社との競争に勝てないのでは

ないかとの判断で，技術の向上を希望している。また，技術を向上させれば，

都市部の小売店との取引が可能ではないかとの期待感があり OVOPに参加

した。

⑸　バナナワイングループ

　現在は作業所での製造直販が中心で，直販所に仲買人が不定期に来訪して

ペットボトルに10リットル単位で購入していく。活動開始時には，作業所で

の直販開始に合わせて，付近のビーチロッジや商店で営業したが，マラウイ

標準規格（MBS）適合品でないことを理由に販売契約には至らず。その後，

48キロメートル先の地方都市ムズズでドイツ政府の支援する直販所に不定期

に卸す。各地の物産展示会に数度，招待され，展示販売するものの定期的な

販売契約には至らず，現状維持の状況である。その理由をグループは規格認

証問題としており，今後は規格適合するための投資が必要であると位置付け

ている（表 3）。

⑹　ジパソオレンジジュースグループ

　柑橘組合として組織化した当初は，収益率を上げるために自らオレンジの

小売りに乗り出したが，事業を維持する収益を確保できなかった。その後，
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表
3
　
開
発
行
政
を
介
し
た
支
援
制
度
の
蓄
積
す
る
グ
ル
ー
プ

ム
コ
ン
デ
ジ
ワ
イ
ン
グ
ル
ー
プ
の
チ
ャ
レ
ン
ジ

意
思
決
定

介
入

メ
ン
バ
ー
制
度

市
場
の
反
応

リ
ー
ダ
ー
の
意
思

グ
ル
ー
プ
の
合
意

マ
ラ
ウ
イ
政
府

外
部
組
織

（
不
明
）
茶
酒
の
造
り
方
を

学
ぶ

20
01
年
頃

バ
ナ
ナ
ワ
イ
ン
に

転
向

リ
ー
ダ
ー
の
も
と
に
，
近
辺
の
灌
漑

水
利
事
業
参
加
農
民
が
集
ま
る
。
バ

ナ
ナ
ワ
イ
ン
造
り
を

D
E

M
A

T
か

ら
学
ぶ

①
D

E
M

A
T
は
ン
カ
タ
ベ
イ
地
区

の
産
業
可
能
性
調
査
を
実
施
。
②
地

域
資
源
の
バ
ナ
ナ
活
用
で
ア
イ
デ
ア

探
す
。
③
バ
ナ
ナ
の
廃
棄
の
多
さ
に

気
付
き
ワ
イ
ン
造
り
の
可
能
性
を
探

す

12

20
02

ワ
イ
ン
造
り
開
始

D
E

M
A

T
が
発
酵
設
備
な
ど
に
融
資

す
る

10
近
隣
で
販
売

D
E

M
A

T
が
ビ
ジ
ネ
ス
研
修
（
管
理
，

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
な
ど
）
を
実
施
す

る
ム
ズ
ズ
市
や
ン
カ
タ
ベ

イ
町
で

P
R
試
み
る
が
，

M
B

S
の
食
品
認
証
を

求
め
ら
れ
る

20
03

至
近
の
地
方
都

市
ム
ズ
ズ
在
住

の
ド
イ
ツ
人
が

直
販
所
に
紹
介

ム
ズ
ズ
市
の
直
販
所
で

不
定
期
販
売

レ
ー
ク
ビ
ー
チ
ロ
ッ
ジ

の
経
営
者
来
訪
，

M
B

S
認
証
が
な
い
こ

と
を
知
り
，
購
入
中
止

D
E

M
A

T
が
ム
ズ
ズ
で
販
路
開
拓
を

支
援
す
る

D
E

M
A

T
が
ブ
ラ
ン
タ
イ
ヤ
物
産
展

に
出
展
さ
せ
る

リ
ゾ
ー
ト
地
区
に
店
舗
設
置
を
計
画

す
る
が
，
見
通
し
つ
か
ず
廃
案

県
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
開
発
部
が

O
V

O
P
を
説
明
す
る

物
産
展
で
サ
ン
プ
ル
オ

ー
ダ
ー
を
得
る
。
ザ
ン

ビ
ア
と
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
で

ボ
ー
ダ
ー
ト
レ
ー
ド
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
知
る
。

週
平
均
25
リ
ッ
ト
ル
，

主
に
近
隣
市
場
で
売
る

20
07

O
V

O
P
参
加
　
ワ
イ
ン
ボ
ト
ル
の
ラ

ベ
ル
と
ボ
ト
ル
キ
ャ
ッ
プ
の
デ
ザ
イ

ン
刷
新
（
5
月
の
物
産
展
を
目
処
），

O
V

O
P
に
は
次
に
作
業
所
建
設
費
申

請
を
計
画

県
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
開
発
部
を
通
し

て
O

V
O

P
申
請

県
の

C
O

D
を

通
し
て

O
V

O
P

に
申
請

8

他
の
支
援
組
織
に
ア
プ
ロ
ー
チ
す
る

が
「

O
V

O
P
」
案
件
だ
か
ら
と
断
ら

れ
る

＊

M
B

S
認
証
取
得
へ
準
備
は
じ
め
る
。

輸
出
振
興
局
（

M
E

P
C
）
よ
り
，

M
B

S
認
証
を
取
得
で
き
た
ら
輸
出

広
報
す
る
と
説
明
を
う
け
る

（
出
所
）　
20
07
年
11
月
面
談
調
査
。

（
注
）
＊
　
最
初
の
組
合
長
は
辞
任
，
農
業
に
専
念
，
1
人
南
ア
フ
リ
カ
へ
移
民
，
1
人
実
家
の
ム
ラ
ン
ジ
ェ
県
に
，
1
人
死
亡
。
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援助機関の支援を次々に受けて，果樹の苗木養育園の設置と苗木販売に着手

し，収益を得る。その後オレンジジュースの製造に着手する。グループとし

ては，市場に流通しているオレンジ風味の人工飲料の味と価格からすると，

100％ジュースは味もよく，競争力のある価格で生産できると判断する。

OVOPの支援により南アフリカ製のジューサーを入手し，製造を始める。展

示会やイベントでの試飲販売では好評であるが，チェーンストアや商店での

営業活動は，MBS規格認証を得ていない食品は仕入れ対象ではないと断ら

れる。現在，MBS規格に適応できるように作業場，倉庫，冷蔵施設の設置

に向け投資中である（表 4）。

　以上に各グループの販路拡大のプロセスをみてきた。

　順調に販路拡大を進めている落花生粉グループは，顧客の注文や指摘に応

じて落花生売りから落花生粉売りに展開し，また量り売りからパック詰め売

りに転換した。種子油グループはサンプルオーダーにヒントを得て，多様な

エッセンシャルオイル原料を搾りはじめ，海外のバイヤーにも対応している。

双方とも市場の反応を学習の機会とした。この二者は，リーダー女性が起業

する目的で組織化を図り，そこに支援が加わっており，現在まで強力なリー

ダーシップが維持されている。またマーケティング知識の学習から，実践ま

でのプロセスがクリアで短い。一方，販路を伸ばしているミトゥンドゥのマ

ッシュルームグループは，地区内の学校への供給契約を失ったが，都市部で

の営業を展開しチェーンストアとの契約にこぎつけた。ブンブウェの生乳加

工販売は競争力のある価格設定により顧客を伸ばしている。

　これらに対して困難に直面している干し魚グループ，バナナワイングルー

プ，オレンジジュースグループは，共同作業グループでリーダーシップも合

議制によっている。干し魚グループは品質改善したのだが，市場の求める安

定量の供給というサプライ側の問題をクリアできず，その結果，品質向上を

価格に反映できるバイヤーとの契約に至らなかった。それによって，品質改

善を価格に反映できない定期市販売を維持する。原料となる魚類の安定供給
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表
4
　
中
枢
部
の
合
意
が
中
心
の
グ
ル
ー
プ

ジ
パ
ソ
・
ム
ワ
ン
ザ
オ
レ
ン
ジ
ジ
ュ
ー
ス
グ
ル
ー
プ
の
チ
ャ
レ
ン
ジ

意
思
決
定

介
入

参
加
者
他

市
場
の
反
応

リ
ー
ダ
ー
の
意
思

グ
ル
ー
プ
の
合
意

マ
ラ
ウ
イ
政
府
に
よ
る

外
部
組
織

19
20
年

頃
か
ら

カ
ト
リ
ッ
ク
宣
教
師
団
が
柑
橘
類
を
地

域
に
持
込
栽
培
が
拡
大
。
産
地
が
形
成

さ
れ
る

リ
ロ
ン
ゲ
，
ブ
ラ
ン
タ
イ
ヤ
都
市

部
か
ら
の
仲
買
人
に
各
農
民
が
直

接
卸
す

19
92

仲
買
人
に
よ
る
買
い
た
た
き
，
搾

取
に
対
抗
す
る
た
め
，
柑
橘
栽
培

組
織
化
が
始
ま
る

30
50

仲
買
人
に
よ
る
搾
取
的
買
い
た
た

き
横
行

組
合
を
通
し
た
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

開
始

19
95

-1
99
8

組
合
の
流
通
事
業
が
赤
字
で
卸
売

事
業
活
動
を
停
止
す
る

仲
買
人
よ
り
高
く
生
産
者
か
ら
買

い
上
げ
た
た
め
に
，
市
場
で
，
仲

買
人
の
扱
う
産
品
に
比
べ
価
格
競

争
力
が
な
く
撤
退

19
99

コ
ン
サ
ー
ン
・
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
が
梃
入

れ
し
組
織
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
訓
練

20
02

組
織
を
抜
本
的
に
改
革
す
る

新
し
い
管
理
体
制
，
戦
略
プ
ラ
ン

策
定
す
る

20
04

外
部
支
援
受
入
れ
の
拡
充
を
計
画

果
樹
苗
木
養
育
施
設
を
設
置
　
収

益
事
業
と
な
る

マ
ラ
ウ
イ
政
府
支
援
で
果
樹
苗
木
養

育
施
設
を
設
置

政
府
支
援
終
了
後
，
ア
ク
シ
ョ
ン
・
エ

イ
ド
と
イ
ギ
リ
ス
政
府
が
苗
木
養
育
施

設
を
支
援
継
続

ワ
ー
ル
ド
・
ユ
ニ
バ
ー
シ
テ
ィ
・

サ
ー
ビ
ス
へ
支
援
要
請
※
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ジ
パ
ソ
・
ム
ワ
ン
ザ
オ
レ
ン
ジ
ジ
ュ
ー
ス
グ
ル
ー
プ
の
チ
ャ
レ
ン
ジ

意
思
決
定

介
入

参
加
者
他

市
場
の
反
応

リ
ー
ダ
ー
の
意
思

グ
ル
ー
プ
の
合
意

マ
ラ
ウ
イ
政
府
に
よ
る

外
部
組
織

20
06

個
別
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
中
心
に

す
る
戦
略
へ
転
換

組
合
が
農
民
か
ら
買
い
上
げ
る
方

式
か
ら
，
個
別
の
農
民
が
直
接
卸

売
販
売
す
る
方
式
へ
転
換

輸
送
費
に
対
す
る
個
別
融
資
を
始

め
る

個
別
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
拡
が
る

オ
レ
ン
ジ
ジ
ュ
ー
ス
作
り
の
ア
イ

デ
ア
が
拡
が
る

W
US

C
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
来
訪
。
果
樹
栽

培
指
導
。
オ
レ
ン
ジ
ジ
ュ
ー
ス
の
ア
イ

デ
ア
残
し
て
い
く
。
ラ
ベ
ル
貼
り
を
習

う
当
該
す
る
ム
ワ
ン
ザ
県
知
事
が

OV
OP
を
組
合
に
紹
介
す
る

ム
ワ
ン
ザ
県
と
ネ
ノ
県
が
柑
橘
類
を

県
産
品
に
指
定
す
る

県
は

OV
OP
申
請
の
途
中
で
撤
退
。

理
由
は

OV
OP
の
支
援
金
は
県
を

経
由
せ
ず
，
組
合
に
直
接
拠
出
さ
れ

る
と
わ
か
っ
た
た
め

20
07

OV
OP
申
請
す
る

県
が
手
を
引
い
た
あ
と
，

OV
OP
事
務

局
と
直
接
や
り
と
り
し
申
請
提
出
を
促

さ
れ
る

45
0

Ｍ
Ｂ
Ｓ
認
証
を
得
ら
れ
な
い

マ
ラ
ウ
イ
環
境
寄
基
金
（

M
EE

T）
よ
り
冷
蔵
庫
，
食
品
添
加
物
，
煮
沸

処
理
器
を
得
る

人
工
飲
料
と
の
競
争

OV
OP
ス
タ
ー
ト
　
ジ
ュ
ー
ス
搾

り
作
業
ス
タ
ー
ト
　

OV
OP
に
よ

る
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
指
導
を
期
待

OV
OP
認
可
さ
れ
業
務
用
ジ
ュ
ー
サ
ー

を
得
る
　

大
規
模
ス
ト
ア
の
需
要
に
対
応
で

き
な
い

（
出
所
）　
20
07
年
10
月
面
談
調
査
。 

（
注
）
※
　

W
or

ld
 U

ni
ve

rs
ity

 S
er

vi
ce

 o
f C

an
ad

a,
 W

U
SC
。
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の問題は調査時点の状況では解決できないとの意見がメンバー間に共有され

ていた。

　バナナワイングループの場合は，営業先でMBS規格認証の取付けが必要

と断られているが，この真意は定かではない。商店主からするとそれは単に

営業攻勢を断る理由であった可能性もある。2007年調査時点ではMBS規格

を取得する準備を進めているとのことであった。一方，近隣市場を対象とし

た直販では認証は求められておらず，それを通して認証を必要としない市場

がどのようなものかを学ぶ機会とはなっていない。オレンジジュースグルー

プはMBS規格認証を理由にチェーンストアや商店主に契約を断られて以来，

組織運営の多くの部分を認証取得のために費やしている。それはより具体的

で，実際に倉庫や冷蔵施設などへ投資を重ねている。チェーンストアに契約

を断られた理由は不明であるが，グループはMBS認証がネックであると位

置付け，認証取得に向けての情報を収集し，あらゆる手段を講じている。こ

の 2例をみると共通してMBS認証の取得がネックになっているが，その問

題に直面した際の対処方針の決め方とその後の対処のあり方に，各生産者グ

ループの意思決定の能力，そして経営体としての能力が反映されている。そ

の意味で対処能力が弱い干し魚グループとバナナワイングループに共通して

いるのは何だろうか。それは，産品の選択の時点でマーケティングをしたの

は生産者ではなかった点である。マーケティングの発想は生産者の側にはな

く，支援する側にあった。適正技術により地域資源の付加価値向上を推進す

る側が，技術先行で産品開発をして，ウジ虫の付いてない干し魚や廃棄され

ていたバナナからワインを造り出した。そのプロセスでは販路の展望は曖昧

であった。オレンジジュースやミトゥンドゥ村のキノコグループも支援組織

の曖昧なマーケティングに後押しされていたところもあるが，生産者グルー

プはその直面した問題から学習し，次の販路へとつなげる意思決定を下して

いる。

　ほかの，籐竹工芸グループ，家具木工グループは OVOP参加前にも関わ

らず一定の市場を確保しており，市場による認知も確保されていると思われ
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る。木工グループに支援をつないだ介入者や籐竹工芸グループ支援を決めた

OVOP事務局には，作業所構築による市場での認知度向上や機材供与による

技術向上が販路拡大に間接的につながるとの思いがあろう。確かに，これら

グループの生産活動は製造業であるから，作業所構築には意味がある。作業

所の構築は直接販路開拓には寄与するというよりも，市場での存在感，認知

度に貢献する。また，職人らは一定の空間を共有することでより組織として

のまとまりが生まれている。それは新たに共同作業の工程を設定し，大型製

品を共同で製造している点にうかがえる。作業所構築によって短期で販路拡

大に直接結び付いてはいないが，組織化が進んで当初支援する側が描いてい

なかった集積の利益が生まれつつある。この点からすると，支援や介入によ

る得られる効果は直接的な販路拡大だけでなく組織力の向上にもみられる。

　以上，OVOPの事例を，組織化とマーケティングの 2点に関わる意思決定

からみてきた。これからすると，各組織にはそれぞれ緩やかな経営体として

の経営方針と市場戦略がある。つまり，自らの OVOP産品に対しての市場

の反応を得てから，それに対応する策を講じているグループには，経営体と

してのリーダーシップが働いている。それは個人的リーダーシップもあれば，

合議による共同のリーダーシップもある。また，市場の反応を得ながら，そ

れに対応できない場合，たとえば干し魚のサプライを管理できないとか，ワ

インの代替バイヤーを捜せないという段階で硬直している組織は，市場の反

応から学習する機会を活用できていない。

　OVOPに参加した各グループは既存の流通機構と縁遠い村人や農民が形成

したもので，そのような組織で当初から消費者の視点をふまえたうえで生産

工程を作るのは容易ではないだろう。よい生産者は必ずしもよい消費者では

ないから，消費者行動を想定するのは容易ではない。とはいえ，その営業販

売，販路拡大，それに向けての製品選択，加工レベルの選択をどのように意

思決定するのかは，グループ活動の死活問題にも関わる。生産者組織が，経

営体として地域に根付き，その活動を健全に維持するためにはそれぞれの組

織が対応可能な技術と生産量を見極めるマーケティングの能力を構築する必
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要がある。マーケティングを担うのは最終的には生産者であるべきだが，以

上の限られた例においても介入者の影響は明白に存在する。その介入の評価

はさておき，それをマーケティング学習の機会のひとつとして捉え，ほかの

知識と総合して技術や加工のレベルや販路を選択できるか，そのような能力

を構築できるかが鍵となっている。

第 6節　地域からみた現実の OVOP

―地域振興の制度はどのように関わるのか？―

　章頭に触れたように村には各生産者グループが描く OVOP像とその解釈，

実践がある。またこの新しい制度を地域に紹介し，それを根付かせようと働

く地方県の開発職員や普及員の OVOP像とそれによるイニシアティブがあ

る。さらには OVOPの実施主体である本部事務局や JICAによるガイダンス

もあり，場合によってはイニシアティブが地域開発行政と生産者の双方に影

響を及ぼしていることも考えられる。OVOP導入によって実際に，地域と

OVOPの関係がどのように構築されたのかいくつかの例をみてみよう。

　たとえば，ミトゥンドゥ地区では地域開発の普及員が OVOPの導入，そ

の普及の中心的役割を果たした。この地域振興普及員は JICA事務所との強

いネットワークを持ち，そのネットワークを通じて OVOPを個人的に学習

する機会を作った。そして，OVOPの可能性に強く関心を抱き実施に取り組

んだとしている。このような立場の者が地域開発の推進者となることは何ら

の責めに帰せられる問題でもない。地域振興においてその開発の知識へアク

セスでき，それを実践しようとするのは，村の識者である教員や政府職員で

あることはきわめて一般的である。普及員の奔走の結果，特記するような地

域資源もない村で，さまざまな小規模ビジネスのイニシアティブが生まれる

こととなった。2004年10月に OVOPに参加したのは 4グループで，2005年

調査ではこれが28グループに増加，2007年調査では，さらに32グループに増
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加している。地区では，零細融資の支援をするマラウイ農村開発基金

（MARDEF）や，小規模インフラの整備を通して社会開発を支援するマラウ

イ社会行動基金（MASAF）が主要な開発のイニシアティブをとっているが，

この 3年間での OVOPの量的，面的な拡がりと，軌道に乗ったいくつかの

小規模食品加工ビジネスの評判によって地域での OVOP認知度が高まって

いる。ミトゥンドゥでは地域空間をカバーする開発コンセプトとして OVOP

が曖昧ながらも，ほかの 2つの支援とともに浸透しつつある。ここでのグル

ープ群の形成の背景には JICAとMIRTDCが実施した，適正技術アプローチ

の食品加工研修があった。地域内の資源に付加価値を付けようとする零細ビ

ジネス集団に対し，MIRTDCは油搾り，ジャム作りなどの技術指導のコー

スを提供し，そこから習得技術のビジネス化の動機付けが高まっていった。

おそらく，この零細ビジネス集団は，OVOPが支援せずとも，ほかの零細企

業向け融資を活用して起業しただろうし，現に OVOPが始まったあと多く

のグループはMARDEFなどからの短期運営資金を借り入れている。複数の

支援が相乗して活動は維持されているのである。

　カテンゲザ籐竹工芸グループは首都リロンゲとサリマ県の県庁所在地サリ

マを結ぶ交通量の多い国道沿いに立地している。サリマ県はマラウイ湖岸に

あり，観光リゾート，漁村，米作灌漑地域などで地域産業が展開している。

また，サリマ県と隣接するドーワ県には竹林地域が点在していて，古くから

竹材を利用した工芸が営まれている。伝統的には，生活用具を中心に，近年

は籐製の大型家具まで生産するようになっている。カテンゲザ集落は国道沿

いに約 2キロメートルに点々と工房があり，軒を連ねてというほど多数では

ないが，そのなかでも数軒が隣接し合っている地点が 2つあり，そのひとつ

にこのカテンゲザもある。

　この竹産地には 3つの異なった支援スキームが入っている。ひとつはマラ

ウイ政府コミュニティ・ジェンダー省の「所得向上のための適正技術指導セ

ンター」（ATTIGA）によるチパラ地区女性グループを対象とした竹細工工芸

の支援である。また，カテンゲザ地区でもう 1個所，工房が数軒集まる場所
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では SIDCが，作業所の上屋を構築する支援を実施している。前者にはジェ

ンダー支援，適正技術アプローチがあり，後者には産業開発のコンセプトが

ある。そこに OVOPが後発的に参入した。カテンゲザグループは OVOP開

始以前から，産地周辺でいくつかの支援スキームが展開する状況を参考に，

自ら技術支援の機関を探し OVOPにたどり着いている。ドーワ県の地域開

発行政からみると，同じ籐竹工芸産業に異なった支援が相乗りしていること

で，地域産業支援の方針を決めにくい状況になっている。この籐竹工芸に対

する 3つの支援地区はそれぞれが数キロメートル離れているが，それぞれの

スキームの特徴は相互に知られている。マラウイの地域開発支援や中小企業

支援の場において，このように複数の支援が相乗りしている例はきわめて一

般的である。有望な産業や生産活動は，政府であろうが外国の支援機関であ

ろうが誰がみても目につく。オレンジ産地ムワンザ県のジュース搾りグルー

プもそうである。ジパソオレンジジュースグループでは，20年以上にわたり

拡大してきたオレンジ産地の一部で，キリスト教宣教師団や，カナダ・ワー

ルドユニバーシティサービス（WUSC），イギリス・コンサーンユニバーサル

など，さまざまな海外の支援団体の関与が蓄積してきた。これらの相乗りの

結果，最終的に，小規模なジュース搾り作業所が発足するに至っている。こ

の場所では，過去の支援団体が残していったいくつかの看板を背負って活動

を続けていて，そのどれが欠けても現在のジュース搾りにまでたどり着けな

かった。地域の側からみれば，ジュース搾り＝一村一品運動ではなく，搾り

器を供与したのが OVOPスキームと認識されている（表 4）。

　オレンジジュースグループは，自らのイニシアティブで，市場価格よりも

高値で農家から買い入れ，運営に失敗した経験を活かしている。組織運営の

梃入れをするために，次々と支援へのアクセスを重ね，組織改革，技術改善，

ナーサリー設置など多角化を図ってきた。また，オレンジ産地に生まれたグ

ループであり，この地域で何とかしたいという強い意志があることも特記で

きる。

　一方の落花生製粉グループの例は地域資源との関係が希薄である。原料の
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落花生は国内では広く栽培されているが，このグループは大都市ブランタイ

ヤの郊外に立地していて，マーケット志向の視点が強い。地域外の資源も活

用しつつ，製粉加工や営業の人材は地域で確保し，販路もまず地域内からと

いう視点である。地域外資源に依存し，また，地域市場から都市市場へと移

行しつつあるこの活動は，立地論的には，原料産地か，市場のどちらかに接

近していく可能性があり，活動が地域に根付くかは不明である。しかし，ほ

かのグループと比較すると，企業的な経営体組織を作り上げており，事業と

しての意味は確保されている。ほかの事業も経営体として確立して，コスト

管理を追及していくならば割安な他地域の資源を検討しはじめる組織も増え

るであろう（表 2［p. 97］）。

　グループ生産活動の地域との関連性，地域への根付きは最初に述べたよう

に OVOPを地域振興としてみるならば重要である。しかし，いずれの活動

も結局は事業として維持できるような収益性が確保されなければならない。

収益を維持できる地域資源を選ぶか，あるいは収益が得られる加工のレベル

を選ぶか，収益が得られる生産量を選ぶか，あるいはコストに見合った地域

外資源を探すのか，的確な判断が必要である。そのためにはリーダーシップ

型の運営にしろ，合議制による組織型運営にせよ経営組織体としての機能を

身に付け，維持させねば成立しない。その点で落花生製粉グループは興味深

い方向性を示した。このグループは起業志向の強い女性のリーダーシップの

もとに集まった女性中心のメンバーがおり，その活動に地域の意識は薄く，

また支援申請も普及員などを通さずに自ら行ったことで，地域行政との関係

性も薄い。

　地域には OVOPを含め，多様な開発のコンセプトとイニシアティブ，技

術支援などの外部からの情報とモノ，カネ，ヒトが流入している。そこには

生産者が組織で，あるいはリーダーシップのもとに総括的に調整し，地域資

源の状況とグループの能力に適したものに調整していく過程がみられる。ま

た，調整できないグループは活動自体が弱体化していく可能性がみえつつあ

る。
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　本章ではこのような組織として調整する場，つまり組織的学習の能力構築

のプロセス OVOP産品マーケティングを通してみてきた。前記の事例から

すると，組織として得られた資源を市場の状況と需要，嗜好，その変化を読

みつつ，その解釈を生産する組織で共有できることがマーケティングのポイ

ントとなっている。また，そこでは組織的学習によって適切なマーケティン

グをし，微調整を重ねていくというプロセスに耐えうるリーダーシップとコ

アメンバー構成が必要であろう。OVOPが社会運動ではなく産品開発の面で

推進されつつあることは既成事実化されている。となると，このコンセプト

においては，マーケティングの重要性はもっと地域開発行政や事務局，実施

機関でも再確認される必要がある。

結語　地域における制度作りと生産者の間に求められるもの

　マラウイの OVOPには少なくとも 3重の市場理解と地域振興の制度を作

ろうとする担い手がある。地域には，OVOPを普及させようとする地域開発

や農林水産業の普及員の考えるマーケティングとそれにもとづいた制度作り

があり，生産者を導こうとする方向性がある。また OVOPの事務局や JICA，

そのほかの援助団体が考えるマーケティングとそれにもとづいた制度作りが

あり，また，各生産者があいまいに想像する，あるいは精密なシミュレーシ

ョンにもとづくマーケティングがあって，それに対応する生産組織がある。

そのなかでのアクターが強い意思決定のリーダーシップを担えばよいという

わけでもない。それは生産活動がオレンジ類や竹材のように地域資源によっ

ている場合と，域外資源に絶対的に依存している場合，内外資源の混合の場

合で異なるであろう。また加工技術のアイデアや，市場の基礎的な情報に欠

くグループでは，最初から意思決定すべき範囲を最大限に与えられても適切

な判断ができるだろうか。その状況に応じて，フレキシブルにその範囲が決

められるような制度のほうが望ましい。また，マラウイには長期独裁政権の
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影響が流通機構に残っていることから，地域振興の産品の流通にとっても問

題がある。そのような流通の徹底した自由化を援助側はマラウイ政府に求め

ていくことで，地域振興による産品の流通経路を増やすことも必要である。

　マラウイでは OVOPの形成を多様なアクターが担った。これらがそれぞ

れに，国内各地の新プロジェクト受入れ体制の状況に応じて，解釈を加えた

結果，異なったイニシアティブのようになったいかんともしがたい状況があ

った。導入時に複数のイニシアティブがあったことで，現在でも多様なイニ

シアティブは混在している。混在してはいるが，実は各地域では，それぞれ

に解釈が加えられて，地域ごとに根付きはじめている。そして，そこでは組

織として適切なマーケティングを選択する力を構築できるグループが先んじ

はじめている。組織の能力は多様であり，どこまでが組織の意思決定の範囲

になればよいと区切れるものではない。組織的学習の能力が根付いていくこ

とが最も重要であろうから，そのために組織ごとに不足している金融面や技

術面などのスキームを組み合わせて支援していくような柔軟で包括的なアプ

ローチが求められるところである。

〔注〕
⑴　Local Economic Development論は，文字通りには地方経済開発論であるが一
般的には地域振興論と訳される。
⑵　国土中部のリロンゲを選んだ理由のひとつは，バンダ元大統領の出身地に
近いことが Potts［1985］などに指摘されている。

⑶　Malawi Industrial Research and Technology Development Centre, “Technology 

Strategy for Sustainable Livelihood,” A Paper on Enterprise Development, 

http://www.odi.org.uk/Food-Security-Forum/docs/technology％20strategy％20for

％20SL％20in％20Malawi.pdf（2008年 3月10日アクセス）。
⑷　アメリカ国際開発援助庁（USAID）の資金援助のもと，アメリカの途上国
開発コンサルタントグループである DAI（Development Alternative Inc.）が実
施している。

⑸　事業は基本的には北部からンカタベイ県とルンピ県が，中部からはデッツ
ァ県，ンチェウ県が，南部からマンゴチ，チクワワ県が選択された。

⑹　JICA経済開発部は，マラウイ一村一品運動におけるマーケティングを，加
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工食品を例に以下のように説明している（国際協力機構経済開発部［2006］）。
それによるとマーケティングには顧客を知る側面と，顧客を創る側面がある。
顧客を知るとは，市場価格を知ること，顧客ネットワークを創ること，購入
トレンドを知ること，イベントでのサンプル展示，対象地域や層の絞込みが
含まれている。また，顧客を創り出す側面では情報の提供に重点が置かれ，
ウェブサイトやデータベース作り，メディア（ラジオ，テレビ，新聞）広報
などが挙げられている。そしてこれらを結ぶ場としてアンテナショップがあ
り，顧客ネットワークや外部グループとの連携があるとしている。

⑺　Metcash Africa社のウェブサイト参照（“Metcash Trading Africa Pty Ltd,” 
http://www.metro.co.za　2008年 3月10日アクセス）。
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